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令和元年度第１回 江別市子ども・子育て会議要旨 

 

日 時：令和元年１０月１１日（金）１０時～ 

 

場 所：江別市民会館 ３２号室 

 

出席者：江別市子ども・子育て会議委員７名 

藤野友紀委員、内舘佳子委員、木村吉憲委員、髙本亮委員、土田梨乃委員、 

上村恵子委員、村上知恵委員 

 

    江別市（事務局）７名 

    佐藤健康福祉部長、岩渕子育て支援室長、四條子育て支援課長、中村子ども育成

課長、伊藤子育て支援センター事業推進参事、今野子育て支援課主査、澤田子育

て支援課非常勤職員 

 

傍聴者：０名 

 

１ 開会 

 

○四條子育て支援課長 

開会あいさつ。委員１４名中７名の参加報告。 

 

２ 委嘱状交付 

 

３ 佐藤健康福祉部長挨拶 

 

４ 委員紹介 

 

５ 議事 

 

○藤野会長 

 次第４議事の（１）報告事項『江別市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況について』

事務局から説明をお願いします。 

○四條子育て支援課長 

子ども・子育て支援事業計画の進捗については、年度毎にその進捗について報告してい

ます。今年度は平成２７年度から平成３０年度までの４年分の実績をまとめたものを配布

しています。主に平成３０年度の実績について説明します。なお、本計画は平成２７年度

に策定していますが、中間年である平成２９年度に中間見直しを行っていることから、一

部の数字は平成３０年度から見直した数字になっていますので、それに合わせた集計にな
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っています。それでは、進捗状況について担当主査の今野よりご報告します。 

○今野主査 

まず、（１）幼児期の教育・保育の提供体制等の状況について報告します。 

平成３０年度の実績【利用定員】は１号認定１，７７７人、２号認定７６３人、３号認

定の０歳児が１６５人、３号認定の１・２歳児が５３９人となり、保育認定（２号・３号）

の利用定員は、前年度と比較して１１８人増加となりました。この結果、提供体制との比

較では、教育認定および保育認定の提供体制ともに概ね充足している状況にあります。今

後ともプランとの整合を図りつつ、待機児童の状況を把握しながら、提供体制の確保に努

めます。 

 次に、（２）地域子ども・子育て支援事業の提供等の状況についてです。 

①利用者支援事業は、子育てひろば「ぽこあぽこ」および市役所子育て支援室に専任の

職員２名を配置して、子育てサービスや教育・保育施設の利用相談など、様々な子育て相

談に対応しているほか、地域あそびのひろばや保健センターを会場に実施している出張相

談も行っており、概ね充足しています。 

②地域子育て支援拠点事業は、平成３０年度の量の見込みが１０，５００人、実績が１

０，０５０人となっています。公設・民間合わせて前年度から１か所増の９か所の子育て

支援センター（江別地区３か所・野幌地区４か所・大麻地区２か所）において、親子の交

流、遊びの場の提供、子育て相談、講習会等の事業を行っています。利用は前年度から微

増となったものの、プランとの比較では４５０人下回りました。今後とも地域の実情に応

じ、子育て支援センターの設置を検討しながら、事業内容の充実に努めます。 

 ③妊婦健康診査・④乳児家庭全戸訪問事業は、妊婦や乳児の健康状態や生活状況を把握

して適切な支援につなげるための事業となります。妊婦健康診査は、前年度と比較して利

用が７，３３１回と微減し、受診回数も微減となり、プランを下回っている状況です。乳

児家庭全戸訪問事業は、子どもが生まれた世帯が減少したことにより、実績数が６４０人

とプランを下回りました。今後とも関係機関と連携しながら事業を推進します。 

 ⑤養育支援訪問事業・⑥子育て短期支援事業（ショートステイ事業）は、養育支援が特

に必要な家庭に対して短期集中的に養育支援を行う事業です。養育支援訪問事業はプラン

を上回り２２３人、子育て短期支援事業は３０人とプランを下回りました。引き続き様々

な相談に対応する中で、適切なサービス提供につなげます。 

 ⑦ファミリー・サポート・センター事業は、子育て支援に関する援助を依頼する会員と

提供する会員のマッチングにより、子育てを地域で支える仕組みを推進する事業となりま

す。今年の実績は２６人と前年度より利用者が増加していますが、プランを下回っている

状況です。 

⑧一時預かり事業の幼稚園と幼稚園以外の利用は、引き続き高い水準となっています。

また、⑨延長保育事業は、昨年度よりも大幅に増加しています。令和元年１０月の幼児教

育・保育の無償化により、さらに利用が増加することも想定されることから、ニーズの把

握等に努め、必要な対応を検討します。 

⑩病児・病後児保育事業は、市内保育施設 1 箇所に運営費の一部を補助することにより、

子どもの病中・病後の保育を提供しています。インフルエンザの流行等により年度毎の実
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績にばらつきがあり、本年度はプランを下回りました。 

⑪放課後児童クラブは、小学生の子を持つ保護者の就労支援とともに、放課後の児童の

生活の場の確保および健全育成を目的として、公設および民設により実施しています。前

年度から利用定員の増減はなく、プランを下回っています。保育ニーズの高まりに伴い、

今後量の見込みの増加が見込まれることから、引き続き的確にニーズを把握する中で、提

供体制の確保に努めます。 

 ５．まとめと今後の展望としては、転入世帯の増加等によって、プランの推計を上回っ

たことから、平成２９年度に中間見直しを実施しており、今後においては、幼児教育・保

育の無償化による影響、子どもを取り巻く環境、女性の就労率向上等の社会情勢の変化に

柔軟に対応しながら、子育てに関する施策・事業等を展開してまいります。令和元年度は

現行の江別市子ども・子育て支援事業計画の最終年度となることから、令和２年度から令

和６年度を計画期間とする第二期子ども・子育て支援事業計画の策定を実施します。 

 ６．その他として、関連する主な事業の状況については、資料１－２を参照願います。 

○藤野会長 

 ありがとうございました。ただいまの説明について質疑をお願いします。 

○藤野会長 

 ⑧一時預かり事業と⑨延長保育事業ですが、幼児教育・保育の無償化により利用が増加

することも想定されるという事ですが、無償化になると一時預かりや延長保育の料金も変

わってくるということですか。 

○四條子育て支援課長 

 令和元年１０月より幼児教育・保育の無償化が実施されました。例えば、幼稚園１号認

定の教育として利用していた場合、まず、基本となる料金が無償となります。加えてその

中でも保護者の就労形態が月６４時間以上の就労がある等様々な条件がありますが、それ

らの条件を満たしていた場合、みなし２号ということで２号認定のお子さまに準ずる形で、

一時預かりについては、１月１１，３００円、１日４５０円を上限として無償化されてい

ます。例えば、園の料金設定にもよりますが、１時間あたり１００円かかるとして、４時

間利用した場合、料金が１００円×４時間で４００円となり、４５０円が１日の上限額で

すので、４時間一時預かりを利用したとしても、みなし２号として認定を受けていると利

用料は保護者の支払いはなく、市から給付費としてその相当額を園に支払うという仕組み

に変わっています。 

 そのため、給食費やバス代などの実費徴収は変わりませんが、保育に係る部分、延長も

しくは預かりに係る部分については無償、みなし２号の認定を受けていない私的預かりは

引き続き保護者負担がかかるという制度になっています。 

○藤野会長 

 ありがとうございます。そうすると、幼稚園でみなし２号の認定を受けたお子さんの一

時預かりの利用時間が増えるのではないかということですか。 

○四條子育て支援課長 

 増加のこととなると気掛りなのは、現在短時間就労で月に６４時間に満たない時間で就

労している保護者の場合は、一時預かりの無償化の対象にはなりません。ただ、勤務を拡
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大することによって月６４時間を超えるように就労形態が変われば、そのお子さんは申請

することによって追加でみなし２号の認定を受ける事が可能となります。そうすると、一

部には勤務のあり方を変えて、みなし２号認定を受けたうえで一時預かりを利用しようと

考える保護者が出てくるということがあります。その影響で一時預かりの人数が増加する

のではないか、また、働くのであれば３歳から５歳の保育は無償となりますので、教育の

１号認定ではなくて保育の２号認定に切り替えようと考える保護者も出てくるのではない

かとも考えられます。 

そのため、今回の幼児教育・保育の無償化というのは、これから計画策定を進めていく

第二期子ども・子育て支援事業計画において、かなり影響が出るのではないかと憂慮して

います。 

したがって、始まったばかりの制度で動向を見込むのは時間がないところですが、それ

らの把握が次期計画策定の量の見込みを算出する際の重要なファクターになると考えてい

ます。 

○木村委員 

 今の話に関して現場の実態をお伝えしますと、８月にみなし２号認定について預かり保

育も無償化になることの条件も含めた文書を配布しました。７３名の方から預かり保育も

無償化になる２号認定の申請を受けました。その中で、月の勤務時間が６０時間の保護者

さんがいました。その方は、市から直接連絡が来て無償化にならない旨の説明を受けたと

聞きました。あと月４時間働けば条件を満たすので、雇用側と相談して月６４時間を超え

る勤務にして、再度申請をして無償化対象になる方向で検討されています。また、１０月

に入ってから、先の７３名とは別に、働き始めたので追加でみなし２号認定の申請をしま

すという方が３名いました。お勤めをしていて、自分の勤務時間によって、子どもの預か

り保育の料金が無償化になるかどうかが決まる状況の保護者は、勤務時間が足りなければ、

やはり月６４時間を超える勤務になるよう雇用主側と相談して、みなし２号認定の申請を

しようという傾向が若干出てきているように感じます。今後も拡大していくのかなと考え

ています。自分の園はこういう状況ですが、他の幼稚園の中では、１日平均３０名ほどの

利用があった預かり保育がこの１０月には５０名ほどに増えたという話も聞いています。

やはりこのことが影響して幼稚園での預かり保育の人数は拡大していく傾向があると思い

ます。 

○藤野会長 

 具体的な事例のご説明ありがとうございます。そうすると、後々の動きとして幼児教育・

保育の無償化によって、幼稚園の預かり保育が保護者の勤務時間を増やすことでニーズが

増えつつあるし、今後もそういう動きが出てくるだろうということですね。その後として、

それならば保育園や保育認定にと選択していく人も出てくるのではないだろうかというこ

とですね。 

○四條子育て支援課長 

 はい。 

○藤野会長 

 ありがとうございます。幼稚園の預かり保育が今までより増えていくと人手確保が大変
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になりますか。 

○木村委員 

 当園の場合は園舎があるので、利用者が増えた分は、教室を使って対応することができ

ますが、それらのお子さんを見る先生がここ数年なかなかいませんので、そこが問題です。 

○藤野会長 

 近々の問題ですね。よく分かりました。ありがとうございました。 

 他にご質問等ありますか。 

○中村子ども育成課課長 

 今の話の本筋とは少しずれますが、⑨の延長保育事業は保育園に通っているお子さんの

１８時１５分以降の延長保育について記載されていて、説明の中で幼稚園の主な延長保育

については無償化ということですが、保育園の１８時１５分以降の延長保育については無

償化の対象とはなっていませんので、補足でお伝えします。 

○藤野会長 

 実費のままということですね。ご説明ありがとうございます。 

 他に質問ありますか。 

○上村委員 

 ⑪の放課後児童クラブについてですが、これまでプランより実績が多い一方で、年々プ

ランの量の見込みも増加していることで、実績との差が少なくなってきていることから、

充足しているように見えます。全体のことは分かりませんが、身近では、１・２年生では

クラブに入れるが３年生になると入れないとか、お子さんが４年生で他のお子さんの中に

は放課後お留守番ができる子もいるが、うちの子はお留守番が難しいのでクラブを利用し

たいけど入れないなどの話も耳にします。 

 そういう話を聞くと充足しているのか、量の見込みも高学年に比べて低学年の方がかな

り多く、高学年で必要な子がクラブに入れているのか教えてください。 

○四條子育て支援課長 

 こちらの資料は平成３０年度までの実績を報告しています。平成２９年度と平成３０年

度の利用定員はどちらも７１６名で、この間定員の増加はありませんでしたが、平成３１

年４月１日から新たに２箇所のクラブがオープンしています。小学校区でいうと、大麻小

学校区に１箇所、大麻東小学校区に１箇所です。加えて文京台小学校区にある森の子児童

クラブの定員を拡大しました。その結果、平成３１年度の数字でいうと、定員自体は５０

名程度増加しています。 

ただ、それで十分かというと保育のニーズが高まることに伴って、数年後には放課後児

童クラブのニーズに変わっていくのは必然ですので、それらを放課後児童クラブは子ども

が徒歩で帰宅すると考えて小学校区毎で必要な定員数を確保することが命題となってきま

す。それらの動向をみながら、放課後児童クラブに関しては、市の総合計画の未来づくり

戦略の中でも中心となっている事業ですので、待機児童を発生させないような取り組みが

求められています。来年度に関しても適切に量の見込みを算出し、不足が想定される小学

校区ついては、定員数の拡大に向けて調整していくことの繰り返しになっていきます。た

だ、先程の話に戻りますが、幼児教育・保育の無償化により教育・保育ニーズなどがどう
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変化していくか、その変化に応える形でその数年後には放課後児童クラブのニーズに変化

する部分もありますので、今回の無償化の動きは丁寧に見ていかなければなりません。後

程、第二期子ども子育て支援事業計画の内容の中で年少人口の動向なども協議いただくこ

とになりますが、今日の北海道新聞江別版で「江別市の人口が転入増により増加し、年少

人口の増加も近年では見られないほどの数字になっている」との記事がありました。これ

らの動向がどこまで続くのか、子どもの数とニーズ量の変化の２つから複合的に、放課後

児童クラブに限らず、幼児教育・保育や子育て支援関係の事業も量を適切に見込んでいく

ことが求められている状況にあると考えています。 

○上村委員 

 ありがとうございました。 

○藤野会長 

 ありがとうございます。他に質疑ありますか。 

○髙本委員 

 幼児教育・保育の無償化が始まったばかりで、これから保護者によっては就労時間の変

更をしていくことも考えられるので、より明らかになるのはこれからだと思いますが、現

時点で、無償化になる世帯と無償化対象外になる世帯の割合を参考までに教えていただき

たいと思います。 

○四條子育て支援課長 

 ３歳児クラスから５歳児クラスまでのお子さんは、すべて無償化対象です。幼稚園でい

うと、教育認定で幼稚園に入っているお子さんはみなさん３歳児クラス以上ですので無償

化の対象となります。さらに先程申し上げた条件を満たせば、預かり保育も無償となりま

す。幼稚園側で保護者に対して請求する費用は、副食費やバス利用の方はバス代、一部の

人件費ということになります。また、所得が低い世帯等に関しては副食費も月額上限４，

５００円まで無償となりますので、今回の教育・保育の無償化で家計の負担は減っていま

す。例えば、幼稚園の保育料が月１７，０００円として年間２００，０００円程度、入園

料も加えると場合によっては年間２３０，０００円程度、預かりも利用し無償であれば場

合によっては年間３００，０００円程度の家計の負担軽減になっている世帯があると考え

られます。 

○中村子ども育成課長 

 保育園も３歳以上については保育料無償となり、副食費についても同様の考え方です。

０歳から２歳の保育料は現行のままとなっていますが、住民税非課税の世帯については保

育料が無償となっています。細かい数字は出していませんが、０歳から２歳児の世帯全体

で無償になった世帯は数十世帯であまり多くを占めていません。 

○四條子育て支援課長 

 補足しますが、子育て支援課が私学助成幼稚園、子ども育成課が新制度幼稚園を担当し

ています。私学助成の幼稚園は現在３園ありますが、全部で５００名強の子どもがいる中

で今回みなし２号、いわゆる預かり保育も無償となったのは、およそ３分の１です。よっ

て、３分の１の子どもの保護者は月６４時間以上の就労などの条件を満たして、預かり部

分も対象となるみなし２号の認定をしました。予想よりやや少なかった印象ですが、そう
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いう制度であることの理解が広まれば、制度を利用するため勤務時間の延長や、新たに働

きに出ようという保護者の意識が生まれてきてニーズが高まってくると考えられます。そ

れに伴い、無償化になった経費は公費からの支出も大きくなっていくという事になります

が、家計の負担については３歳から５歳に関しては大きく減少しているのが現状です。 

○藤野会長 

 ６４時間というのは、１月あたり６４時間ですね。意外と容易にみなし２号の該当にな

りそうですね。 

○中村子ども育成課長 

 保育園に申請をする際の就労を理由とした場合の最低就労時間が月６４時間を超えてい

ることが条件となり、それと同じ基準を適用しています。 

○藤野会長 

 保育園は自治体によると思いますが、保育園の申請ができるのは就労の場合月６４時間

以上が基準ですね。認定は就労時間の長い方から優先されて入園できると思いますが、６

４時間以上の勤務をしている方から入園に届かなかった就労時間の方までのお子さんも保

育園に入れなかったから、幼稚園に入れる就労世帯もあるということですか。 

○木村委員 

 保育園の定員が埋まっていて入れなかったから、幼稚園にという考えだけではないよう

です。もちろん保護者の就労で幼稚園の預かりを利用する方もいますが、保育園の定員枠

が十分にあって入園できる体制だとしても、幼稚園に通う子どもの預かりのニーズはなく

ならないと思います。保育園の保育と保護者が子どもの幼児期の教育に求める希望が異な

ることもあると思います。 

○四條子育て支援課長 

 もともと園の特色に魅力を感じて園を選んで、最初から預かりも利用することを前提と

して幼稚園を選ばれる方もいると思います。 

○木村委員 

 幼稚園の方がいいと考えている保護者もいますので、まず幼稚園の中から園を探す。そ

して預かりを使うという方法で通園するということです。 

○藤野会長 

 周りの方から情報を得て、制度への理解が深まって幼稚園生活を楽しく維持しながら、

預かり保育を無償で使って、子どももお友達とより長い時間遊べるというメリットを感じ

て、ニーズがどんどん増えていくことも予想できますね。 

○四條子育て支援課長 

 実際は、協議事項の中で第二期計画の策定について出していますが、量の見込みを出す

にあたり、第二期計画を今年度作ることは最初から分かっていたことですが、計画を作る

年に無償化を実施するということは、未来の予測を非常に難しくさせている状況にあり、

計画策定がより大変になってきています。 

○藤野会長 

 お疲れさまです。ありがとうございました。 

他に質疑はありますか。 
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○村上委員 

 うちの子も年長で幼稚園に通っていて預かりを利用しています。私も主人も働いていま

すが、私の就労時間が無償化の基準を満たしているのかよく分からなかったので、無償化

の申請はしていません。年長ということで残り半年の期間ですし、それだったら申請しな

くてもいいかと思って、同学年の保護者からは申請をしていないという話も聞きます。お

仕事しながら申請書類を用意するのが面倒という声も聞きますし、預かりの料金もさほど

高額ではありませんし、大部分の幼稚園費用が無償になるのであれば、預かり料金位は自

己負担してもいいと考えて年長の子どもがいる保護者には申請していない方がけっこうい

ると思います。 

 幼稚園には年長から通園するお子さんより満３歳や年少から通園しているお子さんが多

いように見えるので、来年度以降、保育料および預かり保育の無償化の申請をされる保護

者が増えていくのではないかと思います。また、先程の放課後児童クラブはうちの子も来

年度利用を考えています。量の見込みが資料には記載されていますが、これまで対象児が

いる我が家にはニーズに関わる調査が来たことはないですし、実際の申請時期までは最終

的に利用を希望するかどうか判断できないのではないですか。現時点で出されている量の

見込みが学校の入学前の学校もしくはクラブからの説明会でニーズ量を計り提供体制を作

っているとしたら、実際のニーズを満たせないものになるのではないですか。 

○四條子育て支援課長 

 今のお話で、潜在みなし２号の方がいるということが新たな情報で、残り半年くらいの

預かりの自己負担なら申請しなくてもという事ですか。 

○木村委員 

 そう考えている方もいると思います。書類を準備するのが面倒くさいと感じる方はいま

すね。雇用側から雇用証明をもらわなくてはいけないし、その証明内容の勤務時間の長さ

によって無償になるか否かがありますから、保護者としては無償化の対象になるために雇

用時間月６４時間以上を確保してほしい、けれど雇用側はそこまでの勤務を求めていない

などの折衝が出ることもありますから。 

○四條子育て支援課長 

 潜在みなし２号の方については、新たな危機感を持って対応したいと思います。放課後

児童クラブについては、昨年この第二期計画の策定にあたってニーズ調査を行いました。

全世帯ではありませんが、未就学の世帯を対象にランダムに調査をお願いしました。個別

のニーズ調査は行っていませんが、小学校区におけるニーズ量、特に低学年の１年生から

見ていき把握した中で量を見込み、学校区によってニーズが何％くらいなのかを基に放課

後児童クラブの定員をどうするか考えていかねばならないと考えています。これから各学

校が入学前の説明会で放課後児童クラブについてご紹介します。そのうえで実際の校区や

地域と常に連携をとっていますので、ご理解いただければと思います。 

○藤野会長 

 この１・２年ニーズが読めないとなると、少し早めに体制などを把握できた方が保護者

の立場としては安心ですね。 

○木村委員 
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 先程、保育士の人手確保が大変ではという話が出ましたが、当園は日常的に１日６０名

程度の利用があり、保育士も３名体制を組んでいますが、１日３０名から５０名に利用が

増えた園は保育士が１名体制だったのを２名に増やさなくてはいけなくなります。そこで、

利用に制限をかけ、保護者の私的な預かりについてはお断りして、みなし２号の認定を受

けている方しか利用を受け入れないものにしなければ、年度途中の保育士の採用が難しい

ので乗り切れないという話も聞きました。来年度以降この制度が浸透していき、新しい入

園児にも預かり希望が大きく増えた時が大変になると思います。 

○藤野会長 

 概ね質疑も出尽くしたようですので、次の議事に進みたいと思います。 

○四條子育て支援課長 

 それでは、資料２－１について説明します。 

江別市は、子ども・子育て事業計画を平成２７年に策定し、これは５年間の計画で、平

成３１年度が最終年度となっています。全国一斉で、子ども・子育て支援新制度が始まる

ときに全市町村で作っているもので、全市町村が今年度に第二期計画の策定を進めている

ところです。計画期間は令和２年度から令和６年度の５か年の計画となり、計画を策定す

るにあたり、方針が国から示されますが、当初、国は６月中に示すとしていたところ、実

際には令和元年９月３日に改正基本指針が２ヶ月以上遅れて告示されました。さらに９月

１０日に来年４月から施行分として、基本指針が改正されているところです。第１回の子

ども・子育て会議がこの時期になったのは、この基本指針の改定・改正を受け、来年から

の計画にどういったことを盛り込むのか、どういった考え方で計画を策定していくのか、

確認をしたうえで開催させていただいたためです。 

 そのため、スタートが本日１０月１１日となり、１２月下旬にパブリックコメントを募

集する作業を進めたいと考えています。その分、子ども・子育て会議の開催の間隔が短く

なりますが、ご理解いただきたいと思います。本日以降、適宜開催して１２月下旬のパブ

リックコメントを目指していきますが、確定ではありませんので１２月以降のスケジュー

ルについては若干流動的なところもあります。いずれにしても、今年度中に計画を策定す

ることになりますので、３月の決定に向けて改めてよろしくお願いします。続きまして資

料２－２について今野より説明します。 

○今野主査 

 資料２－２をご覧ください。 

国で作った基本指針の改正についての概要の説明文書となります。 

まず、（１）「新・放課後子ども総合プラン」の策定に伴い放課後児童クラブについて追

記されています。目標事業量を設定するにあたって、５歳児や２号認定を受ける子どもの

幼稚園における預かり保育の定期利用等のニーズを幅広く想定するとともに、「新・放課後

子ども総合プラン」において女性就業率が８０％となることを想定して２０１９年度から

２０２３年度末までに約３０万人分の整備を行う事としていることから、それについての

配慮をしながら計画を立てていく必要があります。 

 （２）児童福祉法改正等を受けた児童虐待防止対策・社会的養育の見直しに伴う追記で

すが、子どもの権利擁護に関して体罰によらない子育てを推進するという文言が追記にな
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っています。 

 （３）その他制度の施行状況や関連施策の動向を反映させるための追記・改正として幼

児教育・保育の質の向上に資するよう、幼児教育・保育に関する専門性を有する指導主事・

幼児教育アドバイザーの配置・確保等の体制整備に努めること、また、児童福祉法に基づ

く障がい児福祉計画について、障がい児の子ども・子育て支援等の利用ニーズを把握する

こととされていることを踏まえ、市町村計画・都道府県計画の作成にあたって調和を保つ

べき計画として明記すること、そして医療的ケアが必要な児童の支援のための総合的な支

援体制の構築等がそれぞれ追記されています。 

 （４）幼児教育・保育の無償化の実施のための子ども・子育て支援法改正に伴い、先程

話題になっていた内容が追記されています。 

以上の改正点を踏まえて第二期計画を検討していきます。資料２－２についての説明は

以上です。 

○四條子育て支援課長 

 続きまして、資料２－３について説明します。資料２－１、２－２に関しましては、基

本指針を受けた策定のスケジュールと子ども・子育て支援事業計画に関することでしたが、

資料２－３は子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部が改正されたことによる資料で

す。当該法律については、令和元年６月１９日に交付され、９月７日に施行されています。

この中で特に注目すべき点は、市町村による貧困対策計画の策定が追加されている点です。

これは、貧困対策計画の策定を市町村に努力義務として課したものです。改正前は、都道

府県および政令都市に対して策定の努力義務が課されていたもので、これを受け北海道や

札幌市では既に子どもの貧困対策計画を策定しています。今回、市町村にまで努力義務が

拡大されたことに伴い、どのように策定を進めていくかということも検討してきたところ

です。 

 続いて、右上に事務連絡と記載されている国からの通知ですが、４段落目の２行目、「今

般努力義務とされた市町村における子どもの貧困対策についての計画について、次世代育

成支援対策推進法に基づく行動計画や子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援

事業計画等、盛り込む内容が重複する他の法律の規定により策定する計画と一体のものと

して策定して差し支えないものといたします」と示されています。この内容を受け、今回

第二期子ども・子育て支援事業計画を策定するのに合わせ、一体的に子どもの貧困対策計

画の策定を行うことを考えています。 

子ども・子育て支援事業計画について簡単に説明しますと、昨年子ども・子育てに関す

るニーズ調査を実施し、今回の第二期計画の策定に向けてニーズを把握し、盛り込んでい

く基礎資料を集めたところです。併せて、昨年江別市では、子ども・子育て会議でも審議

した子どもの生活実態調査も実施しています。子どもの置かれている家庭環境がどうであ

るか、それを所得階層別に見るとどういった傾向が見られるのか、江別市の特徴を洗い出

すために実施した調査で、この基礎資料もありますので、これらを使い新たに第二期子ど

も・子育て支援事業計画と、子どもの貧困対策推進計画を一体的に策定することを確認し

たところです。 

 次に、資料２－４に移ります。前段説明した国の基本指針の改定と子どもの貧困対策推
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進計画を加えて一体的に策定するにあたっての第二期江別市子ども・子育て支援事業計画

の骨子案です。基本的には、現行計画を踏襲し、社会情勢の変化を盛り込んだ内容で策定

を進めますが、特に資料の赤字の部分は、今回の基本指針の改定を受けて盛り込むべき内

容として追加された部分です。第１章の２計画の策定と位置づけには、子どもの貧困対策

推進法第９条第２項に基づく「（仮称）江別市子どもの貧困対策推進計画」を一体的に策定

するとしています。第４章の基本目標１で一部追記すべき事項を盛り込んだほか、基本目

標２では基本施策２－５子どもの貧困対策の推進と位置づけ、子どもの貧困対策推進計画

の中で求められる（１）教育支援の充実、（２）生活支援の充実、（３）経済的支援の充実、

（４）関係機関との連携支援の項目を新たに設ける予定です。その他個別の第５章の量の

見込みと提供体制については、この後将来子ども人口についても説明しますが、将来子ど

も人口を確定したうえで、昨年の調査の結果や幼児教育・保育の無償化によるニーズの変

化などを加味して実際に量の見込み推計し、市としてどのような提供体制を構築していく

かという所が一番の肝になります。こちらについては後日計画素案を出して議論いただき

たいと思いますので、よろしくお願いします。 

○藤野会長 

 ありがとうございました。それでは、今の説明について委員の方から質疑がありました

らお願いします。 

○木村委員 

 資料２－４の幼児期の教育・保育の充実（質の向上・幼児教育アドバイザーの配置・確

保に関する追記）というのがありますが、幼児教育アドバイザーというのはどういう方で

すか。アドバイザーよりも現場で働く幼稚園教諭や保育士の確保で、財政規模が違います

が、札幌市では１億３千万円の予算を設けて、就園奨励費事業の一環として３年・６年・

９年勤務した先生方に１０万円の支給を行っていて、札幌の園に就職する先生が増えてい

ます。先生方が学生時代に借りていた奨学金の返済についての補助や先生の宿舎や住まい

の補助などもあり、江別の幼児保育施設に勤めるとこんなメリットがあるという事業を打

ち出してくれるなど、幼児教育アドバイザーもいいですが、幼児保育に現場で携わる人間

の確保に努めてほしいと思います。 

○四條子育て支援課長 

 まず、アドバイザーについてです。幼児教育・保育の無償化が行われるにあたって色々

な声が挙がりました。その一つが質の低下が起こるのではないか、という声です。無償化

をきっかけに預ける子どもが増え、保育士も増やさなければならない。これまで行ってき

た幼児教育・保育の質の低下を招かない、質の低下を避けるためにアドバイザーを配置し

て、市職員や若い現場の先生のスキルアップ等を補完をする意味で、質の向上を目指すの

がアドバイザーの位置づけだと思います。国からは義務的にしてほしいという話ですが、

木村委員がおっしゃっていたのは、そうではなく切実なのは現場の幼稚園教諭や保育士の

確保ということですので、担当の子ども育成課長の中村に代わります。 

○中村子ども育成課長 

 保育士や幼稚園教諭の確保は、計画の内容を考えるシーンとは別の課題だと思っており、

現状では市内の園は基準を満たした人数の先生を配置できていますが、人数が少なく休み
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が取りにくい等の状況もあります。無償化により事業が拡大すると先生方の確保も増々難

しくなるだろうと認識しています。８月下旬から９月上旬にかけて約３０の施設にアンケ

ート調査を実施しました。現在集計中ですが、アンケートだけでは把握できない部分もあ

りますので、担当者が個別に園を訪問しヒアリングを行っているところです。アンケート

の中でも、アパートの借上げや奨学金の返済補助、一時金等周辺市町村が行っているよう

なものも要望にあり、各園の状況等も聞き、それらが江別市に合うかどうか、札幌市の隣

の当市で予算的に同等のものは難しいと思いますが、江別の特徴にあったものをこれから

作り上げていきたいと考えています。 

○木村委員 

 わかりました。是非よろしくお願いします。 

○藤野会長 

 よろしいですか。では、土田委員どうぞ。 

○土田委員 

 任期が今月末までで、この第二期子ども・子育て支援事業計画にどこまで関われるのか

分かりませんが、是非継続してほしい部分があります。資料１－１（２）地域子ども・子

育て支援事業の提供体制ですが、いつからか子育て支援センターすくすくに助産師さんが

配置されるようになったことがすごく嬉しかったです。私自身利用していましたが、子ど

もを連れて病院に行かなくても助産師さんに相談できるという環境が、相談をされていた

他のお母さんも安心されていると、すくすくに通っていて感じました。特に第二子を妊娠

しているお母さんは、第一子を連れて病院に相談に行ったり、子どもを見ながら他の相談

に行ったりすることは難しいので、支援センターに助産師さんが配置されたのは子育てを

しているお母さんにはプラスになる取り組みだと思いますので、是非続けてほしいと思い

ました。 

 先程みなし２号の話が出ていましたが、自分の子は１号に該当します。３歳と５歳の子

がいますが、１０月から幼稚園の預かりの料金設定が２倍になりました。おそらく、みな

し２号の方が増え、預かりの利用量が増えてしまって、受け入れ人数に制限をかけるより

料金を上げて、利用者の増加を抑えるためだと考えられますが、１号認定のお母さんの中

では、働いていない方または勤務時間の少ない方が預かりの利用ができなくなったという

状況もあります。預かりが必要になる背景や必要度は異なりますが、従来利用していた預

かり保育が利用しにくくなったという家庭もあることをこの場でお伝えしたいと思いまし

た。 

 また、子どもを連れてお出かけする支援の場ですが、我が家は２年後には５歳と７歳の

子がいる状態になります。子育て支援センターのほとんどが、就学前の子どもが対象にな

るので、長期休みなどに子ども２人を連れていける支援センターはぽこあぽこのみ、とい

うことになります。そのため、子育て支援センターの年齢制限の上限の緩和なども、今後

預かり保育が利用できない保護者の一助になるのではないかと思いますので、ご検討いた

だきたく話しました。ありがとうございました。 

○伊藤子育て支援センター事業推進参事 

 子育て世代包括支援事業として、子育て世代サポートえべつが設置されたので、情報提
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供したいと思います。これは妊娠期から子育て期までの支援を行う事業で、江別には子育

てを支える多くの仕組みがありますが、それらを一体化し切れ目のない支援をしていこう

という目的です。それに伴い妊娠期の全数面談もスタートしました。これまで妊娠届を市

役所で出された場合は、事務職の職員が手続きをしていましたが、様々な支援をするにあ

たり、妊娠期からその家庭を知り、関わりを持っていくことが重要であると分かっている

ので、妊娠届を出した時点ですべての母親と、中には父親も一緒に来ていることもありま

すが、面談し、ひとり親になる可能性があるとか、周りに支援してくれる方がいない状態

にある家庭など様々な状況をその場で把握し、必要に応じて支援する案を作っていく体制

です。現在、保健センターと市役所本庁舎の２箇所で、保健センターは保健師と助産師、

市役所は子育て支援コーディネーターとそれぞれ専門職が受付けし、すべての方と面談を

しています。これによって様々な子育て家庭を支援していく仕組みができていくのではな

いかと思います。 

 もう一つ、様々な相談をするにあたって、子ども育成課窓口や保健センターでも相談は

できますが、より身近な場所で相談の機会を提供するために、巡回相談を実施します。現

在市内各地で「あそびのひろば」といって、親子が自由に遊びに来られる場所を展開して

いますが、その内の３箇所、江別地区は区画整理記念会館、野幌地区は鉄南地区センター、

大麻地区は大麻西地区センターで、月に１回助産師、保健師、子育て支援コーディネータ

ーが伺い、時には歯科衛生士、栄養士等も同行して、あそびのひろばで相談を受けられる

体制となりました。実際に巡回相談が始まっていますが、その相談を目当てに遊びに来ら

れる方、また遊びに来ただけだった方が相談できる機会を知って日々の子育てでの困りご

とや疑問などを聞いてみたいと、相談されていく方もいる状態です。 

○藤野会長 

 ありがとうございます。今の話は、江別版ネウボラみたいな体制という事ですか。素晴

らしいですね。土田委員、具体的な状況と要望を挙げていただき、ありがとうございます。

他に質疑のある方はいますか。 

○上村委員 

 資料２－２（３）障がい児の子ども・子育て支援等の利用ニーズを把握することとされ

ていることを踏まえ、市町村計画・都道府県計画の作成にあたって調和を保つべき計画と

して明記することとありますが、障がいのある子が他の子と同じような保育やサービスを

受けられるように調和しなさいということですか。私の周りにも障がいのあるお子さんを

持つ保護者がいて、重度ではないのですが若干の医療的ケアに近い支援が必要なお子さん

で、保育園に入園できなそうだという話をその方から聞きました。看護師もいる園ですが、

保育士が不足している為に看護師の方も普段の保育活動にかからなくてはならず、安全に

お子さんを預かる事が難しいという理由だったようです。 

しかし、保育園に入れず保護者さんが就労を諦めなくてはならない状況が続いていくと、

やがて資料２－３でも取り上げられている、子どもの貧困につながりかねないことから、

市外への転居を検討していて残念に思いました。無償化の影響も含めて保育のニーズが高

まることが考えられますが、障がい児のように手のかかるお子さんがいっそう入りづらく

なってしまい、障がい児を持つ世帯の就労に制限が出て、将来貧困世帯となる心配もあり
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ます。現に貧困にある子どもへの対策は大切ですが、新たな貧困世帯を作らない対策も重

要だと思うのですがいかがですか。障がいのあるお子さんもないお子さんも平等に、安心

して保護者が働ける環境をつくっていただけたらと思います。 

○四條子育て支援課長 

 こちらについては、国が示した骨子案でありますので、今後の作業ということになりま

すが、障がい児福祉計画は調和を保つべき計画で、平成３０年度から平成３２年度までの

３か年の計画となっています。それも来年度、障がい児福祉計画について見直し、令和３

年度からの計画を作成しなければならないのですが、今委員が話されたような点を踏まえ

ることが、この基本指針中でも明示されました。 

よって、今回はあくまで項目を出すという段階で、今回の資料を計画策定の骨子として

進めることをこの場でご承認いただき、次回以降は素案でこれらの中身について数値目標

を持つ事業とそうでない事業や、理念として一定の考えを持って進めていくような事業、

また、昨年行った調査で障がいに関するご意見ご要望も実際に聞いているので、それらの

ものをどのように計画に反映するのかをこれからの第二期計画策定に向けて示し、子ど

も・子育て会議の中でご議論いただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

○藤野会長 

 ありがとうございます。貧困対策と障がい児保育、すべて一体で検討できるという事で

すので、今後一緒に頑張っていきたいと思います。 

 では、概ね意見が出尽くしたようですので、次は資料２－５について事務局から説明を

お願いします。 

○四條子育て支援課長 

 今後の計画の肝になる部分となりますので、本日の会議で承認いただきたいと思ってい

ます。将来子ども人口の推計です。計画を策定するにあたり、量の見込みと提供体制を先

程の進捗状況にあったように、子ども・子育て支援事業計画に数値目標や整備内容として

明示することになります。その根幹を成すのが、子どもの数ということになります。 

子どもの数を正確に見積もらないと、量の見込みというのは年齢階層別の子どもの数と

ニーズ量をかけたもの等から導き出されるので、子どもの数はその基礎となる非常に大切

な数値となります。こちらについて今後の子どもの人口の動向を見積もったものを資料と

して示していますので説明します。 

子どもの将来人口（推計）は、一般的に変化率というものを用いて推計した将来の子ど

もの人口です。まず、上段左側ではその時点での年齢別の人口実績が記載しています。平

成２７年４月１日時点で０歳児が６６３人でしたが、翌年平成２８年４月１日時点では、

当時０歳児の子どもは１歳になっていますので、１歳児の行と比較します。そうすると１

歳児は７２３人となっており、その６６３人と７２３人の差を率にしたものが変化率とな

り実績人数の横に記載しています。年齢毎に平成２７年４月１日から平成３１年４月１日

までを実績からの変化率で記載しています。変化率が１を超えると転入等により世代人口

が増加し、１を下回ると減少していることになります。平成３１年度の実績までを見てい

ただくと分かるとおり、ほとんどが変化率１を越えています。これは、ここ数年江別市の

年少人口の社会増が続いていることを具体的に示しています。平成２７年頃から緑ヶ丘で
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８０区画程度の宅地分譲があり、そこを購入して住んだ世帯の多くが、子どもが小さい子

育て世代の方でした。その影響もあり、平成２８年度・平成２９年度の伸び率が高く出て

います。平成３０年度の伸び率は若干落ち着いています。これは、緑ヶ丘の宅地分譲が落

ち着いた影響であると考えています。そして、平成３１年度は資料で示している実績の中

で一番高い数字となっています。１歳児をみると平成３０年度の変化率が１．１０４に対

して、１．１３７と非常に高くなり、全年齢を通して比較的高い数値を示しています。平

成３０年秋ごろから大麻栄町で７０区画弱、大麻北町で７０区画強、野幌若葉町で１７０

区画強の分譲区画が販売され、それらを購入する世帯の方々が転入者として住み始め、今

江別市では転入超過の状況が続いています。今朝の北海道新聞の記事では、１０月１日時

点の人口を毎年比較すると、１５年ぶりに転入増により前年を上回ったとありました。そ

の他にも全国的に見ても江別市の年少人口の増加が相当高い順位になっていることから、

札幌を中心に集合住宅等で住んでいた世帯が、子どもをどういう環境で育てていくかを検

討された時に、江別市に良質な住宅地があって、そこの区画を購入し家を建てるといった

循環が生まれ、加えて昭和４０年代にできた住宅地の中で、高齢化などで住人がいなくな

った家の建て替えやリフォームが行われ、子育て世帯が入居するといった住み替えが増え

ている状況も見られます。 

このような状況の現在、人口を推計するのが難しい時期であると事務局は考えています。

年少人口に限らず、全年齢において、江別市の人口が減少傾向にあったものが、子育て世

帯の増加により、人口増加まで見られるようになっている。その中で向こう５年間の人口

をどのように推計していくのが良いのかを検討し、変化率に基づいて推計した数字を資料

としてまとめています。直近の令和２年４月１日に関しては、平成３１年度の最も高い変

化率が続くと見込み、同数を変化率として用いています。 

しかしながら、子どもの人口は少子化といわれているとおり、１７歳から０歳までの人

口グラフは逆ピラミッドの状態になります。令和２年度の列を見ても、１７歳が１，１３

８人に対して０歳児が６２４人この間には５００人の差があります。そのため、翌年には

最も多い年齢の１７歳が年少人口から外れて、０歳児は前年より少ない出生数で現れてく

ると考えられることから、逆ピラミッドが全体的に徐々に小さくなると予想できます。そ

の小さくなるスピードが早いか遅いかがポイントであると認識していただくと良いかと思

います。そのスピードが緩やかになってきているのが今の状況です。下段の子ども人口を

見ると、平成３０年度から平成３１年度の増減は９０人減となり、変化率が最も多かった

平成３１年度でも減少していることが分かります。ただ、平成２７年度から平成２８年度

の増減は３６９人減となっていることから、それに比べると減少の割合が非常に緩やかに

なっています。この緩やかになった減少の割合を受けて、令和２年度は平成３１年度と同

数の変化率を用いた推計とすると、子ども人口の減少が４０人程度と見込まれます。その

内、就学前の子どもは増加、小学生も増加、中学生と高校生が減少という推計になってい

ます。令和２年度までは分譲地がまだあるので、平成３１年度と同数の変化率で見込んで

いますが、令和３年度以降については、大規模な分譲地も減り、子育て世帯の転入も今が

ピークであることから、子ども人口は減ると考えています。その想定を数値化する方法を

検討して、平成３０年度、・平成３１年度・令和２年度の３年の平均の変化率を用いて緩や
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かに減少することをイメージした数値にしています。令和４年度以降の変化率については、

緩やかに減少していくことが予想されるので、増加傾向のピークである平成３１年度・令

和２年度を除き、直前の平成２８年度・平成２９年度・平成３０年度の平均の変化率を用

いてそれぞれ算定をしています。令和２年度から徐々に減少していく数字が大きくなって

います。令和２年度・令和３年度では、まだ高い数字を示しているので、反動で令和４年

度の子ども人口が１３７人減と若干減少した数値ですが、令和４年度は第二期子ども・子

育て事業計画における中間年で見直しを行う年です。 

したがって、この時期までに新たな住宅分譲が着工される可能性もあるので、それらの

変化等も見て令和４年度に改めて見直しが必要であれば、子ども人口を修正し、各事業の

量の見込みと提供体制を合わせて見直しを行っていく計画です。実際は子ども人口がどの

ような数字になるか分かりませんが、できるだけ実績と近い数字を推計したいと考えてい

ます。しかしながら、実際の動向が想定どおりとは限らないので変わってしまう事もあり

ます。今得ている情報の中でこの推計方法を採用しましたので、その点についてこの場で

ご意見等いただき、今後の量の見込みや提供体制の算出に入っていきたいと考えています

ので、よろしくお願いします。 

○藤野会長 

 人口推計の説明ありがとうございます。算出方法を丁寧に説明していただきましたが、

質問等ありますか。 

○木村委員 

 いずれにしても、０歳児の行、つまり出生は減少しています。この度の、幼児教育・保

育の無償化が少子化対策として有効で、子どもの減少スピードを緩やかにする効果をもた

らしたという評価を持っていますか。もし、少子化対策として効果を望むのであれば、保

護者世代の所得を上げる貧困対策の方が出生増につながる大きな要因になるのではと考え

ます。子どもを預かる施設側の現場をお話しすると、保護者のニーズの変化もあります。

１３年前、上江別幼稚園での年少さんクラスは１クラスで３０人位しかいませんでした。

今は７０人近くいます。保護者側も以前は年中さん、年長さんから入園させるニーズが主

でしたが、３歳になった時点、あるいは２歳からと入園のニーズの年齢がどんどん下がっ

てきています。子どもの出生は減ってきているので、市政として受け入れられる施設の容

量も同様に考えていいか、これまでの推移や親のニーズの変化を絡めて検討していく必要

があると思います。当施設としても、計画に勘案していただきたいと望んでいます。 

○四條子育て支援課長 

 出生数については、実績を見ますとバラつきはありますが、やはり減少傾向にあること

が言えます。今般の幼児教育・保育の無償化が出生数にどの様な影響を与えるのかは、ま

だ見えていない状況です。そのため、計画を策定するのには大変難しいタイミングですが、

子育て世帯が転入により増加した場合、その世帯がまた新たに第二子・第三子とお子さん

をもうけるのであれば出生数が伸びる可能性も含んでいます。しかしながら、まだ結果が

出るには時間がかかるのが現状です。０歳児は出生率によって計算をしていますが、出生

率は１５歳から４９歳の女性の数に左右されます。当該年代の女性は増えていませんので、

今、出生数を見積もりますと計算上は減少傾向にあります。これも中間見直しの時に、昨
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年・今年に住宅を持たれた世帯の中で出生が増えていく可能性もあり、また、こんにちは

赤ちゃん事業では新たに訪問するお宅も増えているので、出生数が増加傾向につながる要

素もありますが、今回その数字については反映しておりません。 

 もう１点は木村園長のおっしゃるとおりで、子どもの数が減ったからといって、幼児教

育・保育に関して余裕が出るということはないと考えています。それは、早い段階で幼稚

園に入れる保護者が増えている動向が近年はっきり見えているからです。昔は４歳児クラ

スから入園、３歳児クラスからの入園は早いという印象でしたが、今は３歳児クラスから

入園するのが当たり前、中にはその手前から入園させる。それらを考えるとニーズ量が高

まっています。ニーズ量の上昇と人口の検証がありますが、どちらがどの程度推移してい

くのかをしっかり見て、基本的に子どもの数とニーズ量をかけて計算しますので、どちら

かを見誤ると量の見込みは狂うという事になります。昨今、ニーズの変化が著しい状況に

ありますので、それらを踏まえて次回以降素案の中で「こういう考え方で量の見込みを算

出しています」という説明をし、その中でご意見をいただきながら、より実情に近づける

ような量の見込みの算出を行って計画を策定していきたいと思っています。 

冒頭にも申し上げたとおり、作業スケジュールが大変厳しく申し訳ございませんが、委

員の皆様にはその点においてもご協力いただきます様、よろしくお願いします。 

○藤野会長 

 ありがとうございます。次に進んでよろしいですか。 

では、次第５「その他」について事務局から何かありますか。 

○四條子育て支援課長 

 次回の会議ですが、１１月上旬頃に開催を予定しています。なお、当委員会の委員任期

が１０月３０日までとなっておりまして、再任を妨げるものではありませんので、団体推

薦として来ていただいている皆様には引き続きお願いしたいと思いますし、藤野会長にも

引き続きお願いできればと考えています。市民公募の委員の方に関しては、現在、公募を

行っていまして１０月１６日が締め切りとなっています。３人の枠がございまして、多数

ご応募いただいた場合は抽選となりますが、周りにご興味のある方がいらっしゃれば是非

お声掛けいただけると幸いです。髙本委員・土田委員は恐らく本日が最後の会議となりま

す、任期中ありがとうございました。また、団体推薦の皆様も１０月末で一度任期は終了

となります、ありがとうございました。次期以降もよろしくお願いします。１１月より新

たな任期の中で具体的な第二期計画の策定を進めていくことになります。しかしながら、

継続性も大切ですので改めて委員の依頼をさせていただくと思いますが、その際にはご快

諾くださいますよう、よろしくお願いします。 

○藤野会長 

 髙本委員・土田委員お疲れ様でした、ありがとうございました。日程等について質問等

はありませんか。 

 （なし） 

ないようですので、本会議で予定している事項についてはすべて終了しました。以上で

令和元年度第１回子ども・子育て会議を終了します。 


